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(8) 東京都のガーデイア γシステム

(9) 社会福祉諸法の改正と在宅福祉サーピス

帥生涯学習振興法と都民カレッジ

第1に，構造上のポイントは行財政が産業基盤への資本投入を，国民の日常生活に関連す

る社会資本を極力節減して行ったことである。この点は，欧米の日本見直し論者の指摘し

ていることであり，これが日本の高度の経済成長を可能にした重要な要因のひとつである。

この結果，日本の福祉制度は外見上は完全だが，財政的基礎は全く弱L、ということになる。

第2に，福祉活動に対する市民参加はアメリカや北欧諸国に比し，はるかに少し、。日本

の福祉制度の今日の主要課題である在宅福祉において，政府の財政的支えも期待できず，

在宅福祉へのボランティア活動は不充分である。加えて社会福祉に対する日常的教育は日

本においては不充分である。家庭の介護の負担は主婦の肩にかかってくるなど，多くの問

題がある。

第3に， 1990年代の日本の高齢化社会の様々の新しい問題を第四章で論ずる。例えば，

有料老人ホーム，福祉諸法律の改正等等である。

「おくれ」は，日米構造協議の指摘その他でひろ

1.基本構造と新課題への問題提起 く知られている。生活基盤の「おくれ」が産業基

盤の「すすみ」を支えていたのである。私が都立

今日，日本における生活関連社会資本の著しい 大学の高齢化社会研究で第ーに提起し公開講演
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でも明白に指摘していたのはこの問題である。つ

まり日本がこれほどの経済大固なのに何故福祉小

国かという問題は，福祉小国，つまり生活関連社

会資本の投入を少くし財政を重点的に経済の発

展そのものに投入していたことと関連がある。私

は早くから「おくれ」が「すすみ」を支える日本

の構造的特質に対する社会科学者の分析の不足を

指摘し続けてきた。経済は発展するのに実生活は

何故貧しいか。日本にあるのは経済効率をあげう

る社会的強者の権利で，社会的弱者をふくめた真

の意味の人権は極めて弱し、という，アジア型開発

独裁の影をまだ日本はひいている。この日本社会

のエニグマ「謎」は，今日，ょうやく世界の注目

をあびることになり，日本の社会科学者の容認す

る所となった。しかしその構造分析は私自身にと

っても、甚だ不充分である。外国理論はくわし

く，アジア研究は貧しく，アジアのなかの日本に

ついては空白が多いという，日本社会科学の欠陥

はここにも出ている。これでは日本社会の生活と

人権を真の意味において発展させることはできな

い。日本国憲法の個人の尊厳と幸福追求の権利を

真に満足せしめる社会福祉と社会権の発展は，こ

の基本構造の分析なしには達成されえなし、。にも

かかわらず，この「おくれ」が「すすみ」を支え

ている奇妙な日本社会の基本構造すら外圧，諸外

国の指摘により，ょうやく本格的に意識するとい

うこの日本社会科学の体質はいかなる理由による

ものであろうか，私の分析は社会福祉学からみれ

ば，不充分なものである。しかし基本的構造

分析は誤ってはいなかったので‘はないか。 (1老人

問題と地方自治」公開講演会記録， 1総合都市研

究J36号)01王様は裸」なのである。社会福祉に

関する数量的データは，今日の情報化社会では，

長足の進歩をとげており， I高齢化社会基礎資料

年鑑(88年版)Jなどといったものがあり，驚くほ

ど豊富である。しかし問題はより歴史的な構造分

析が欠けている点にあるのではないか。アメリカ

より進んだ北欧の福祉国家の構造が，そのままで

は日本に適用されない理由はここにある。 1日本

型福祉」の根本問題である。日本型都市社会の高

齢化の緊急課題の研究の，基本的大前提でもあ

る。

今日， 1ゴールドプラン」なるものが，あわた

だしく主張され，高齢者保健福祉推進，老人ホー

ム，在宅支援センターの整備など，生活関連社会

資本の整備計画が説かれ，民間資本の福祉への導

入，シルパー産業の発展が提唱されている。行政

改革による福祉削減の政策は変更されたのであろ

うか?。内圧による対応ではなし外圧とくに日

米構造協議によって 400兆円の公共投資が決定さ

れ，生活関連重点化枠も設定された。しかし下か

らの対応，受け皿が弱し、ため，また公共投資が政

治資金の源ともなっていることもあり，各省，各

派閥のわけ取りで，何が生活関連で何が福祉か，

当事者自体が混乱している。在宅福祉というから

には老人用住宅の新設，改造にまず重点施策が及

ばねばならないのに，余り多くの政治資金を生み

出さない老人福祉の分野には，公共投資が大量に

動くことは難しい。内圧。社会的弱者の困難は大

きし生活要求がないのではない，これが反映さ

れないような政治構造のしくみが堅固すぎるので

ある。これら統治構造のメカニズムについては，

拙著 I1日本憲法科学(全)J (1989年)にくわ
しく，また憲法学の研究，講義でのべているので

省略する。今日，行政改革や財政再建を理由に生

活基盤への財政投資を抑制し生活関連社会資本

整備を節約して経済の高速度の発展を達成したそ

の矛盾は，内圧として矛盾を爆発させる前に，国

際的矛盾の爆発となったのである。日本の支配層

のみならず，反体制勢力のあり方も奇型ではない

かという問題を，世界に示すことになった。この

ことは日本の社会科学者全般にとって決して名誉

なことではない。

本論では先ず，日本異質論といわれる欧米学者，

アメリカの構造協議のバッグとなっている日本見

直し論， リヴィジヨニストの見解を批判的に逆包

摂する。そして日本型福祉の特質を照射する。

それは国際化時代の高齢化社会に，イギリス福祉

国家論に匹敵する新しい福祉文化を世界のモデル

として生み出さねばならぬ，日本の福祉学の基礎

作業の一環となるものでもある。続いていわゆる

日本経済の「すすみ」と福祉，人権の「おくれ」
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の異常な構造が生れた歴史的要因にふれる。そし

て国際化時代の福祉とは何か，日本型ノーマライ

ゼーションとは何かについて考える。日本型福祉

における家庭内女性，嫁への負担のしわょせ，ま

た警察庁の記録を破る高齢者の自殺の増大，厚生

省外郭団体の社会保障研究所の1990年8月19日発

表で，社会保障の伸び率が史上3番目の低い率と

なった現実，老人福祉諸法律の改悪，一体こうし

た数字は，日米構造協議の対米公約である公共投

資拡大計画や生活関連枠の増大と¥，、かなる構造

的関係に立つのであろうか。私は国家権力の魔性

そのものを研究対象としている憲法学者であるか

ら，政治的主張の詐術性についてはよく知ってい

る。しかし日本型福祉の構造は誠に復雑で、不可解

であると思わざるを得ない。日本は本当に，高齢

化社会を矛盾の!爆発なしに，処理しうるのであろ

うか。

私にペシミストではないから第2章では住民参

加による社会権の発展の問題を論じている。私は

下からの住民運動を軽視してはいない。それどこ

ろか，住民参加論を主軸に， 1970年代から「自治

体憲法学」を研究しこれを出版している (1976

年，学陽書房)。この自治体憲法学の回顧と， 対

話参加型の運動が何故発展しえなかったか，その

意義と限界を第3章で論ずる。

第4章では単なる回顧ではなく， 1990年代の在

宅福祉などの新課題を具体的に論ずる。私は抽象

的な構造論理を追求しているのではない。 70年代

から老人福祉の代表的運動体を研究し，また私自

身参加している。その経験が構造問題への疑問を

いだかしめるのである。研究者は実践運動家では

ない。理論の創造がその職務なのである。しかし

具体的新課題として， 1990年代に向けて，福祉公

社の問題点，在宅福祉と国，地方自治体の位置づ

け，民間資本の活用の問題，在宅ケアにおける福

祉と医療の問題，法的責任の問題などをひろって

ゆく。さらにシルバー産業としての日本型有料老

人ホームの日本的問題特質，その法的規制の問題

を論ずる。この課題は都立大学の都市研究センタ

{の，大都市高齢化社会の問題状況と政策課題の

綜合的研究で，都立大出身の橋本宏子教授と共同

研究を行った。法的規制の問題は橋本さんによっ

て別箇にまとめられるであろう。ただここでは私

が研究会で報告を担当したアメリカのナーシング

ホ{ムの法的問題，手続的権利保障の問題にふれ

てくおく。またそこでガーディアンシステム，精

神障害者のための権制擁護機関の問題は， 1990年

6月東京都は委員会を発足させているので，この

問題にもふれる。また共同研究で、は文化班で高齢

者の文化創造の基盤堅備の問題にもかかわったの

で，高齢者の生きがい対策，生涯学習振興法の最

近の問題，都民カレヅジをもつけ加えておく。全

般的に老人福祉の法体系が再編成されているが，

その改正の方向性をも論ずる。

私は1990年代にかけて，都立大の都市研究セン

ターの高齢化社会の総合的研究の主任教授をも担

当したが，その後学会の代表などの任務を与えら

れ，文字通り国家権力の魔性の問題に取り組まさ

れ，老人福祉の研究に参加したいという私の停年

前のささやかな願いは完全には達せられなかっ

た。せめてもの「まとめ」に，ったないこの論文

を提出して，本年度で都立大学を停年退職するこ

とになる。思えば私は美濃部都政とほぼ同時に法

学部の憲法講座を担当するために都立大学に着任

し， 20数年，東京都政を観察してきた。その間，

誠に有意義な勉強を国際的にも国内的にもさせて

いただいた。社会権や福祉問題について，再び研

究，教育する機会が与えられれば，本論をさらに

完成させ， 1自治体憲法学」の21世紀新版を書き

たし、と考えている。それが私の生涯学習の課題で

もある。いづれ本論をもって，多方面，多岐にわ

たった都立大学での論文は最後となる。多年お世

話になった，都市研究センターに篤く御礼申しあ

げ子こし、。また各種福祉諸国体との交流にも感謝す

ると同時に，今後も対話，交流の機会を与えて下

さるようお願いする。私自身，障害者介護の数十

年の経験があり，福祉論は空論ではなし、。専門の

日本国憲法との福祉の問題ついては，別箇に講義

するプランもあるので意議的にはぶかせていただ

いた (1991年，都民カレッジの講義その他)。
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2. 日本異質論(欧米)と，日本型福祉

の問題点

( 1 ) 国際化時代の白本批判

最近のいわゆる「国際化Jの状況は，日本の経

済一流の実力を世界に示した。それと同時に，金

権と政治資金規制を野放しにした，議会制民主主

義二流の評価を生んだ。さらに， 日本異質論は生

活に密着した福祉や人権の，いわば三流の「おく

れ」をも世界に示した。北欧福祉国家との統計的

数字の対比は，ここに示すまでもない。示す必要

もないほど隔絶しているといってもよい。問題は

人権や福祉の「おくれjが経済の高速度の成長を

支え，それによって，社会的強者や働ける有能な

労働者の生活水準を向土させ，上からの福祉によ

り強者の福祉は向上しているという点にある。い

わゆる「バラマキ福祉」の反射的権利としての効

果でもある。今日も外圧による上からの生活関連

社会資本の投入の効果は強烈であり，むしろ下か

らの福祉はその受け皿をつくる力があるのか?

430兆の， まさに天文学的強力さに，住民福祉は

対応するだけのプランニングの能力はもっていな

いといえよう。それは何故か。

本来「タテマェ」としていえば，日本国憲法第

四条は「すべて国民は個人として尊重される O 生

命，自由及び幸福追求に対する国民の権利につい

ては，公共の福祉に反しない限り，立法その他の

国政の上で，最大の尊重を必要とする。」とのべ

ている O しかし公権力および判例の解釈論では，

この13条を実質的に支える，日本国憲法第25条は

プログラム規定，つまり行政権の「おなさけ」裁

量によるとされ(i朝日訴訟」最高裁判決その

他)，権力を義務づける規範的原理であるとは考

えられず，国家財政の状況に左右されるものに止

まると一方的に解釈されている。日本国憲法の規

範自体はそういっているわけではなく，第25条

は， iすべて国民は，健康で文化的な最低限度の生

活を営む権利を有する。国は，すべての生活部面

について，社会福祉，社会保障及び公衆衛生の向

上及び増進に努めなければならない。」といって

いるだけである。判例も国の経済水準に左右され

るといっているのだが，国家財政を赤字にするほ

どの経済成長基盤への資金の投入が行われ，世界

一流の経済水準に達しながら，何故プログラム規

定に止まっているのか。経済が一流になれば，福

祉も一流になるはずではないか，それは，政治的

意図的な外圧によって始めて社会問題化されたの

である。しかもそれは別に社会主義者による指摘

ではなく，欧米の資本主義の側から指摘されたの

である O 何故日本の社会科学者，憲法学者は純粋

資本主義から見ても，余りにも著しい生活基盤へ

の投資の不足を，分析できなかったのか。今日の

アメリカの日本見直し論者は日本は世界最大の資

金国でありながら「日本は全般的に物質的な豊か

さは最低であるJと痛烈に批判する O 日本でもよ
く知られている， ジエームズ・ブァロ{ズの

Containing Japanである。 この本は日本封じ込

めとして知られているが，注意すべきは，何故日

本は異端排除されねばならぬとされるのか，その

原因である。日本は経済大国となり，民主化も進

み，人権も豊かになると期待されていたのに，別

のルールにより，消費者の権利を保護せず「日本

においては普遍的原則の弱さがあり，日本人の生

命も世界のし、かなる人聞の生命も，同じような公

理で営まれていると感じさせる思想の弱さがあ

る」と大略のべている O オランダの日本見直し論

の研究者，ウオルフレンによっても R本には「純粋

に近代的な立憲主義」はないとされている。 1989

年夏，訪米して私は見直し論の論客とも話し合い

学会討論を行った。意図的日本見直し論のゴッド

・ファーザーは，チャルマズ・ジョンソンである

と知った。彼もウオルフレンも，日本をある種の

いわば開発独裁国家と見ている。アジアの開発独

裁国家においては，社会的弱者を抑圧し国家財政

を生活基盤に投入せず，生産基盤に集中的に投入

することにより，開発途上国から先進資本主義国

家に追いつき追い越すという特質をもっている。

ウオルフレンは日本権力構造の謎を分析したThe

Enigma of Japanese Power において2) 日本，

韓国，台湾を icapitalist developmental statesJ 

と見ている。資本主義的発展指向型国家とでも訳
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すべきであろうが，私は意訳して「開発独裁国

家」としてみたL、。ひとつの試論であるが「おく

れ」が「すすみ」を支えるアジア型経済発展国家

についての，試論である。日本型福祉国家につい

てこの仮説が，全くあてはまらないとも考えられ

ないことは，本論文からも，ある程度明らかであ

ろう。現実に日米構造協議で生活関連社会資本の

極度の節約が不公正競争の一因とされ， 430兆の

公共資本投入を約束させられ，日本の政府は

2，000億円の生活関連の別枠を自ら設定したので

ある。そのすさまじい生活基盤への財政投入の不

足を自認したのである。しかし，問題はそれが，

かえって，日本型の金権政治と，その 1部の政治

資金への流入により，日本型奇型を増殖させかね

まじきその特質にある。それは歴史構造的特質を

もっている。責任は体制側，支配層にあるだけで

はなL、。談合，政治献金がなかば公然、と行われる

空港，道路建設よりは，老人福祉の充実をという

構造にはなっていない。 1990年，老人の日の反応

は決して鋭いとはし、えなし、。日本の経済成長能力

の高さは，日本の政治を「ベタナギ」といった無

風状況にしているのである。上からのバラマキ福

祉の反射的利益としての福祉を期待するだけで

は， 90年代福祉の中核となる住民福祉，在宅福祉

の実現は難しいのである。反体制勢力の今後の課

題である。外圧は批判すべきだが， しかしこの

「おくれjが「すすみJを支える特殊日本的構造

は，世界国家へと飛躍的発展を要求されている経

済界にとっても，矛盾をふくむ課題である。

(2) 福祉の「おくれ」と経済の「すすみ」

これまでの日本型福祉の「おくれ」が日本の高

度経済成長を支えてきた構造的問題を論じた研究

は少なL、。北欧型福祉に比して余りにも貧しい日

本の老人福祉，ホーム・へルパーの統計の対比や

社会保障費の比較などは，いいつくされており，

ここで統計をのべるまでもなし、。しかし一般的

疑問， i日本の経済水準がかくも高いのに，何故

福祉水準は低いのか，何故北欧に及ばないのか」

というこの発想は，実は誤ってはいないのか。少

くとも，日本型福祉，生活基盤への投資が，かく

も低い故にこそ，日本は高度経済成長をしたので‘

ある。その構造はどうなっているのかという疑問

が先行しなければならぬ。この歴史的構造を改め

なければ，老人福祉が向上するはずはないのでは

ないか。現に今日，外圧により 430兆というすさ

まじい高水準の公共投資が行われでも，依然、老人

福祉や緊急の在宅サービスセンタ{への投資が豊

かになるとはいえなし、。逆に福祉諸法律の改悪さ

え行われている。

私の1988年9月の都市研センター公開講演会の

「東京の高齢化社会を考える」での「老人問題と

地方自治Jは後にアメリカとの構造協議で問題と

なった「おくれ」が「すすみJを支える日本型福

祉の根本問題をとりあげていたのである。総合都

市研究部号に掲裁されているこの私の報告は極め

て明白に次のように指摘している o iしかし私の

考えでは『経済大国なのに福祉小国』なのではな

くて， u福祉小国であるがゆえに経済大国』とな
りうるということでありますから， ¥， 、かに日本が

世界最大の経済大国になったとしても，この構造

を改めない限りは祉大国になるわけがないので

す。わかりやすくいえば，経済基盤に国家財政を

集中させるとL、う構造をもっており，生活関連社

会資本の投資を少なくさせるとL、う仕組みがあり

ます」とのべている。これは反体制理論や社会主

義理論からの批判ではなく，ノーマルな資本主義

の国際的水準から見て異常だといっていたのであ

る。しかし，この段階ではまだこの針生説は異論

で， iおくれ」が「すすみ」を支えることなどあ

りえないとされたので、ある。しかし，アメリカと

の構造協議や公共投資の変革が行われるようにな

った90年代には，常識となる。コロンブスの卵で

ある。この問題は福祉都政の挫折などの私の体験

から生れた深刻な課題で，単なる経済構造のみの

問題ではなく，上部構造をふくむ大問題なのであ

る。この問題に早くから着目し，日本型福祉の再

改造を行っていれば，今日，外圧によりあわただ

しく，上からのバラマキ投資が行われるようなこ

とはなかったで、あろう。しかし問題は複雑であ

る。私は経済学の素人であるが，本来資本主義の

水準から見て福祉への投資は経済成長を姐害する
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ほど低かったはずである。それが何故阻害要因と

ならず，成長要因となったか?。成長さえあれ

ば，国民は何故低水準の上からのパラマキ福祉で

一応おさまり，革命はおろか，資本主義的修正と

変革すら実行されなかったかということが問題で

あろう。高度経済成長期の1965年度の経済企画庁

の「国民生活白書は次のように結論でまとめてい

る。 r結語:国民生活からみた日本経済の課題一
生活に奉仕する経済へ-jとし、う表題である O 結

論はいう「戦後20年，日本経済はすばらしし、複興

.発展をとげ国民の所得水準も著しく向上した。

しかしながら，その発展にもかかわらず，種々の

ひずみが顕在化したj，国民が希望ある明るい生

活を営む豊かな社会をつくるためには，経済の均

衡ある発展が，必要である。そのひずみとは，例

えば重化学工業部門では設備能力が需要を上まわ

るほど過度の投資が行われるのに， r生活関連の
社会資本への投資が生産資本にくらべて立ち遅れ

ていることなど，その適例である」。国民の不満，

生活基盤のマイナス効果に対する反省がなければ

「資本効率の悪化などを通じて結局成長自体の制

約にもなるのである o jとし，最終結論は次のよ

うにむすんでいる「働き手のない老人， 母子世

帯，心身障害者などは，それだけでは経済・社会

の発展についていくことができなし、。」福祉政策

は円、わば成長のための必要経費の一部と考える

ことができるだろう」。そうしてこそ国際競争に

十分耐えうる効率の高い経済社会を実現できるの

で，国民生活にあらわれたひずみは「成長自体の

ブレーキとなることも懸念されるj r経済に奉仕
する生活ではなく。生活に奉仕する経済であるべ

きだj (P . 111-P . 115)としている。ところが

日本経済は， r成長のための必要経費」を支払わ
ずに，ひずみが成長自体のブレーキとなることな

く，さらに20年後，対外純資産世界最高となり，

今日の空前の経済成長を達成したのである。そし

て内部からではなし外部から，余りにも少い，

生活関連社会資本の異常さを指摘されるに至っ

た。 ピル・エモットは「日はまた沈むj， 日本は

呉質でなく，このような国は沈没するといってい

る。また日本異質論は，このような「ひずみ」

を，成長の「かて」にする，異常な日本を，国際

社会から排除すべきだとする。

外圧の論客は日本の実生活の貧しさをし、ぅ。外

国の指摘をまつまでもなく，福祉の先進地域の武

蔵野市の山本老後福祉課長の「地獄を体験しなけ

れば天国に行けない，それが日本の老後の実態で

あり……日本の老人福祉には見えざる悪魔の手が

働いている」とする批判がある。朝日の大熊一夫

氏のいうように老人，障害者を殺してくれる病院

があることは，老人福祉では市場原理の見えざる

神の手すら働いてはいないことを示している。宇

都宮精神病院問題においても，国連諸機関は日本

は人権を守る意思があるのかという疑問を提して

いる。資本主義の市場原理から見て当然供給され

ねばならぬ，精神障害者の病院，終末期老人のホ

スピスが余りに少し劣悪な病院でさえも，介護

に働き手を奪われる家族にとっては救いとなるの

である。つまり近現代日本において成長したのは

高度の経済，技術水準で，民主や人権は二流，三

流であるとみる外国の論者があらわれるのは，こ

こにも原因がある。見えざる悪魔の手という表現

はどぎついが，複雑な本質をあらわしている O 複

雑だというのは単なる今日の経済構造のみに起因

するのではなく，より深い歴史構造， トータルな

精神構造をも含めた問題となるということだ。

明治期の女工哀史や野麦峠などの女子労働の水

準の低さが，大日本帝国の対外発展を支えたこと

はよく知られている。富国強兵政策の速度の要求

は，自由民権運動以来の人権と民主の成長を許す

いとまがなかった。問題は「野麦峠」の著者山本

氏がいうように，女工達は百円工女となるため

は，自ら献身的に働いたのである。この本当の悲

惨さをえがき出した所に，この著者のすぐ、れたリ

アリズムがある。今日の女性のパートタイマ{労

働，過労死などの問題もある。異論もあろうが，

経済外的強制をつくり出す，精神構造をもふくめ

た日本社会の歴史構造が，今日なおブルジョア社

会の市民構造に変革されていないのである。外国

の論者が，最高水準の情報化社会日本を開発独裁

類似の国家とみるひとつの原因もここにあるとい

えよう。
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(3 ) 国際化時代と日本型福祉の問題点

福武直，阿部志郎編の「明日の福祉J(1988年，

中央法規)10巻の i21世紀の福祉」は，むしろ保

守イデオロギーといってもよい性格のものである

が，そこでも永田幹夫氏の第5部「国際社会福祉

の展望Jは次のように日本固有の体質を結論づけ

ている。日本の社会福祉のなかで、最も大きな問題

のひとつは「普遍性Ji解放性」に欠ける点で，

措置制度が福祉体系の基本になっているのもその

例で，こうした日本固有の体質のままでは国際協

力はすすめられないとする。福祉の，社会の特殊

コーナーへのおしこめ，その措置入院の設備す

ら，資本主義的水準に達していないとすれば，国

際的な在宅福祉の社会的解放ノーマライゼーショ

ンの道は甚遠いことになろう。開発途上.国への福

祉援助は国際化日本の至上命題となりつつある

が，現実にはその特殊性の故に，友人を近隣にも

たない「孤立化」の途を歩んでいるのではない

か。日本型福祉に対する福祉卒命は日本の資本主

義発展のために必要で、あるといえよう。

日本型福祉は普遍的人権概念から見て，様々の

変革を要する問題をかかえている。 i21世紀の福

祉」のこの本は日本の福祉関係者の「木を見て森

を見なし、」在り方を批判し「日本の社会構造や世

界という森を十分に視野におさめながら木にあた

る福祉を考えなければならなし、」と最終的に結ん

でし、る (306頁)cまた寝勝劣敗の動物の摂理を人

聞は乗り越えようとする，人格の尊重や連帯，そ

れが20世紀の社会保障というものだとする (P.

298)。そうだとすると優勝劣敗の市場原理さえ作

動しない日本の現状はどう考えるべきか。経済が

成長すれば社会的強者の生活と権利は飛躍的に向

上するのは当然なのである。強者の権利，それを

豊かさと誤認するエ{トスが日本の社会構造のな

かにある。やはり日本型福祉は近代以前の構造と

見るべきであろうか。それを新自由主義とか「近

代の超克」とかと誤認すれば，やはり一種の開発

独裁国家におけるイデオロギー的機能を持つとい

うべきであろう。以上は，むしろ純粋資本主義か

ら見た批判である。

「社会保障・社会福祉事典J(1989年，労働旬

報社)を見てゆこう。この事典の序言は都立大の

元総長沼田稲次郎氏によって書かれている。氏は

世界人権宣言，国際人権規約を出発点にすえて序

文を書いているが，事典全体は労働者階級の立場

に立つイデオロギー批判的性格を有している。そ

の i日本型福祉社会J政策とその理論という，

大項目をみてゆこう。それによると1970年代に入

りアメリカのレーガノミックス，イギリスのサy

チヤリズムが日本の臨調や行政改革に取り入れら

れ，福祉は人闘を働かない怠け者とするから，政

府の介入援助による福祉をやめ，本来の自由競争

と自由な市場を成立させるべきだ， iこれは，劣

った人間，自立できない人聞は淘汰されるべきで

あり，そのことにより社会が平衡を回復するとい

う主張」であるとこの辞典(立命館大学，河合幸

尾氏)IH、う (P.529)。そして日本型福祉社会論

はこの「新保守主義J i新自由主義」の理論が反

映されてレると辞典はし、う。日本型福祉論は「今

日の資本主義の体制的矛盾の解決を，徹頭徹尾生

存競争と市場の競争原理に求めている点にある」

(P.531)としている。サッチャーのイギリスは

近代立憲主義と人権を確立し世界のモデルとな

ったイギリス福祉国家を制度化しそのうえで修

正を求めているのである。私の考えでは，日本は

近代を超克した「新自由主義」ではなく，福祉に

おいては資本主義の必要経費さえ省略した特殊な

「ひずみ」を持つことは，先の経済白書のすぐれ

た経済官僚の指摘にある通りである。その「おく

れ」のゆえに超高速度の成長が可能となった。せ

めて質本主義並みの生活関連社会資本の投入をと

いうのがアメリカなど国際与論の要求なのであ

る。日本型福祉論はこの段階構造を二重，三重に

とりちがえているのではないか，批判論者におい

てさえこの誤りはある。むしろ，人権構造では日

本を発展途上の「開発独裁国家」とみる見解の方が

的を射ている。しかし超高度の工業化社会の「新

経済7カ年計画」なるものなどが，何故旧共同体

に回帰した，家庭や地域社会の相互扶助論，日本

型福祉論をとったのであろうか。

女性の福祉の「おくれ」をテコとする日本型福

祉は，早くから女性白書類でも批判されてい
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る。 1980年版の「婦人白書Jの既につぎのように

のべている「家庭や地域社会の日本的特性， した

がって社会全体をも色づける日本的特性を強調す

ることで，欧米の社会保障・社会福祉とは質的に

異なる社会保障・社会福祉がつくられるべきであ

ることを展望し志向するところを核心にすえるも

のになっています。……日本と欧米の質的違し、か

らして，日本が社会保障・社会福祉で欧米に『追

いつき追いこせ』という願いを無意味に感じさせ

ることにありますJ(P .12) とする。たしかに日

本はちがう。異質で、ある。しかし「おくれ」が「す

すみjを支える構造は，日本が園内的に経済成長

を追求する時代においてのみ通用した。また超高

齢化社会の急激な進展は r豊かな階層」のボケ
老人をも，社会的弱者に追いやることになった。

障害者老人の収容施設に市場原理が働かない以

上，当然であろう。そしていかなる「豊かな階

層」でも老人となり， ¥， 、かなる強者でも社会的弱

者となる時代がくるのである。明治以来，弱肉強

食論をとる日本の支配層はこれにどう対応する

カミ。

批判はやはり外から来た，国際化時代にこのよ

うな日本特殊性論は世界に通用しなくなったので

ある。 1985年にいたりアメリカの「ビジネスウィ

ーク」誌は，過去10年の日本経済の奇跡のカギが

女性搾取にあるとして次のように批判していると

いう。 r世界は臼本の経営，生産方法，労使関係
などを過去10年にわたり称賛してきたが，女性搾

取とL、う重要な要素を見逃していたJ(1985年版，

「婦人白書， P. 73)。男女貨銀格差，産前産後の

休暇と所得保障などが，世界の先進国中最も低い

水準にあり，老後のたくわえにパ{トタイマーと

して働く女性の権利保障の空白状態，そして在宅

福祉の負担が家庭の女性とくに嫁の負担となるな

どの数字，統計などをあげるまでもない。ノーマ

ライゼーションは福祉の解放ではなく， rビジネ
スウィーク」誌もいう「女性搾取」をさらに強化

するのであろうか。私は開発独裁型の人権の特殊

構造についてのべてきた。それならばそうした特

殊な病理を，し、かにして治ゆするか。その処方実

はあるかという問題となる。私が1970年代から主

張してきた「自治体憲法学」における住民運動論

こそは，地方自活体における生理回復の「抗体」

であったのである。その展開については「自治体

憲法学J(1976年，学陽書房)でのベであるので，

問題点のみをまとめておこう。

3. I自治体憲法学Jと住民福祉の回顧

( 1 ) 生活環境の破壊と住民運動の展開

これまで‘高度経済成長後の経済一流国家におけ

る生活関連社会質本の不足(rおくれJ)につい
て論じてきたの上からの高度の資本主義の発展が

あり，生活や福祉の向上は，ひゆ的にいえば「反

射的権利」として与えられ，反体制勢力や野党が

中央政権を掌握するということがなかった戦前，

戦後(占領期の一時期を除く)の日本において，

何故に東京都に革新都政が出現するに至ったか

は，社会科学的にも充分検討に値するテ{マで、あ

る。

1971年の都知事選，府知事選の革新自治体の成

長に対して，支配層，自民党はその敗北を反省し

ている。たとえば，自民党は1971年5月3日「統

一地方選挙とわれわれの反省」と題する報告書

で，経済界の政治資金にたより，住民のうっせき

する不満，人口急増地帯の経済成長による生活破

壊を解決する努力を怠り，その集票機能さえ衰

え，権力をゆるがす問題となったことを反省し，

自覚しはじめた。報告第一章では「生産第一主

義，企業利益の優先，高度成長政策を再検討し

国民の生命と暮らしを守る政策を即刻，かつ全面

的に展開すべきであるJとしている。また第三章

では「団地その他の人口急増地帯では，地域の事

情に暗いこともあって， うっせきしている住民の

不満を吸収できないことが多い，これらの住民の

なかにわけ入って，その要求を積極的にくみあ

げ，住民の要求にこたえる努力が必要である」と

している。

革新自治体の成長は住民自治，住民福祉をなお

ざりにすれば，権力をゆるがすことを，戦後急成

長をとげ，住民自治を軽視していた支配層に教え

たし，また自民党はその矛盾を上から吸収する対
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応力をもっていたことを示す文献であろう。

日本の経済成長による中央権力の総合力「包摂

力」の強大さを，朝日の幹部石川真澄氏は「体制

意思の持続力一政党政治， 1925年一1985年」とL、

う論文で次のようにのべている。大正デモクラシ

ーの運動をふくめ戦前の反体制運動，戦後の変革

による諸運動も，体制派の目減りは，中間派の増

大をもたらすだけで， 1960年代前後も体制派は補

完勢力をくみ入れ， 20年間に7割を占めていると

する。このような体制の意思は50数年間，国民の

支持をともなっていたという他はなく，容易に変

容するものではないとする(r世界j476号 P.
88)。 こうした上からの統合力の強さは， 今日の

経済成長の持続と国際金融資本の発展期には倍加

されていると見てよく，日本の政党政治はそれだ

けの重い課題をもっている。安易に連合政権を展

望しうるものでもない。そして，上からの在宅福

祉の展開は，日本型福祉により，女性を家庭内福

祉の自助努力に押しこめる可能性もあるといえよ

う。現に430兆の巨額の公共資本を，生活基盤の

福祉に転換させうるに足る革新的政治勢力や住民

運動が大きな力をもっているとはいし、難い。しか

し支配層の有能な部分も自覚していたように，上

からの高度の経済成長は，生活基盤の矛盾を絶え

ず拡大し，爆発を起し再び生産力自体の発展で

矛盾を「包摂Jしてゆくパターンをとってゆくの

であろう。しかし矛盾の過小評価は体制の危機

を招くことを1970年代の革新自治体の発展は示し

ている。さて.当初の課題，何故に革新都政は成

立するに至ったのか。

1960年以降の経済官僚を予測をも上回る経済の

成長と， rおくれ」が「すすみ」を支える矛盾
は， 公害， 都市環境の破壊， 交通戦争， ゴミ戦

争，自治体財政の危機を生み出しこれら都市問

題のなかで，社会的弱者に対する，資本主義の効

率さえ阻害すると思われる社会福祉の貧困は，見

えざる不満を貯積させていた。

しかし中央権力は朝鮮戦争以来，教育，警察，

地方自治などの面でいわゆる逆コ{スをたどり，

住民自治を強化し，矛盾の爆発を防止するとい

う，初歩的行政能力さえも示すことはなかった。

明治以来の中央権力の長期安定は，金権魔敗，産

官結合によるマンネリ化と無能な政治を再生産

し，ファシズム運動，革新運動により，全国家体

制の危機を招くことは，近・現代日本社会の考察

の基礎知識にすぎない。

革新都政誕生の時期も金権支配の魔敗体質の増

殖は，都議会の矛盾を爆発させ， 1965年にすでに

革新勢力の進出となり， 1967年には美濃部都政を

生み出すのである。都市への人口集中をもたらし

た新住民層は，企業帰属意識の強烈な定時制住

民，つまり夜だけホームに帰るサラリーマン層の

他に，全日制住民といわれる主婦層の生活防衛の

ための，全く新型の伎民運動を生み出していたの

である。支配層は敗北後，ょうやくこの現象に着

目するに至ったことは前述のごとくである O

問題をより専門的な考案に移してゆこう。

(2) 法学界における新しい住民自治論

法律学の分野においても，京都大学において行

政法を担当していた杉村敏正教授は， 1960年代よ

り，地方自治の空洞化現象に問題提起する新しい

行政法の在り方を追求していた(r憲法と行政
法j，勤草書房)。また名古屋大学行政法の室井力

教授も， r現代行政法の原理j (1973年，勤草書
房)において，公害行政における自治体の条例の

役割を強化し，憲法の生存権と幸福追求の権利を

経済と産業の基盤づくりに優先せしめようとして

いる。国は産業基盤づくり優先の法律により，公

害行政領域を法令によって先占し生活基盤の最

低基準を破壊せしめることがあってはならないと

する。法律の禁止規定のない場合は条例による生

活防衛のための規制強化は可能で、あるとの考え方

も出てくる。いわゆる「上のせ条例論JJの展開

である O 東京大学の高柳信一教授は「生活権思想

の展開」を正面から打ち出す。つまり「資本」の

「人間」に対する支配と¥" ij倒錯的現実を逆転さ

せ，人間の尊厳を回復させねばならぬと主張する

のである(岩波講座「現代都市政策jV， p.42)。

国の経済基盤優先に対して，生活権思想、にもとづ

いた住民運動を高く評価する。 1960年から70年に

かけては，世界的にも学生運動が国家権刀に対す
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る強烈な抵抗を行った時であり，文化大革命の中

国コンミユーン理論の幻想なども流行した時代で、

あった。政治学界においても松下圭一教授により

「市民参加と法学的思考j(1世界j332号)が出

され，国家論の市民自治による再編成が主張さ

れ，自治立法権，自治解釈権による，国の法律と

条例とのこ重の法段階構造はくつがえされたとし

ている。本来，体制j内矛盾の解決の理論として組

み直されねばならぬ理論が，直接民主主義的急進

的運動論によって国家権力解体論のユートピア思

想にまで，当時は拡大されていった。

今日，上述のような理論つまり生活関連社会資

本と生活実態の貧困さは，欧米の日本見直し論に

より指摘され，日本政府は，内圧による場合と異な

り，即座に外圧には対応したことは既にのベた。

しかし，住民自治による生活関連の人権の擁護と

直接民主主義的発想は，純粋なブルジョア立憲主

義原理に内在するものであり，欧米の日本見直し

論の指摘するように，純粋近代立憲主義は日本の

現状において存在しないのであり，正常なフ守ルジ

ョア精神の欠落が日本資本主義の自滅化要因とな

るのであろう。私の「自治体憲法学」はこのこと

を述べたに過ぎない。権力行政への国民参力の手

続法的考察は兼子仁「行政法総論j (1983年，筑

摩書房〉がすぐれてL、る。

( 3 ) I自治体憲法学」の創造と基礎理論

従来，地方自治論は，憲法学の分野よりは行政

法学の講義にゆだねられ，憲法学テキストにおい

ては，統治機構論の片すみで論ぜられていたにす

ぎなかった。

私の「自治体憲法学Jは， 1970年に入ってから

の理論をまとめたものであるが，それ以前1960年

代より，高度の専門研究者集団である全国憲法研

究会などで問題提起していた。私の創造性は第1

に地方自治論を統治機構論の片すみでとりあげる

のではなく，そこで生れ，育ち，死ぬ地域社会の

住民自治の問題として，地方自治論を憲法学の理

論の根幹にすえたこと，第2に立憲主義の基本目

的は国家権力のコントロールにより，人権をまも

ることにあるという，正統的なブ、ルジョア立憲主

義の考え方に立ち，人権，生活権，の立場を基礎

理論の中心にすえたことにある。当時は，国家財

政の産業基盤中心の投入により生活関連資本が，

諸外国に比し異例に低く，生活者の人権を中心

に，地方自治論を憲法学の中心にすえるべきだと

いう発想はなかった。そして今日社会権の基礎に

は自由権，個人の尊厳をすえるべきだとする考え

方は強くなったが，当時既に私は明白に個人の尊

厳，老人，社会的弱者をふくめたすべての人々の

尊厳と幸福追求を規定した日本国憲法13条を理論

の根幹にすえていた。第3章2節は13条基本的前

提説を明確にのべている。従来の住民運動，環境

権論の主張が理念的，情緒的抵抗に終る欠陥を有

し裁判所により救済に値しないとされている状

況に対し理論的根拠を与えたのである。また公害

防止のうわのせ条例の根拠としても， 13条基本的

前提説の有効性を認めていたのである。

さらに創造性の第3は，当時，情緒的抵抗と玉

砕主義に走りがちな住民運動論に，明確な理念型

を与え，これを類型化し，その意義と限界を明ら

かにしたことにある O それを教条的な社会主義理

論やコンミュ{ン論からではなく，民主主義の小

学校としての住民自治論の立場から，近代立憲主

義憲法の正統的理論として位置づけている点は，

第5章住民運動の意義と類型の第1節が，住民運

動の正統性となっていることからも明白である。

そしてこの住民運動論は，頭のなかの理論では

なく， 1972年都下4∞団体に及んでいた運動体を

三多摩から辰巳団地の都心にいたるまで，足であ

るき，ぼう大なテープを対話集会などで集め，整

理したものである O 初期の理念的「抵抗告発型」

から革新自治体の成長による「対話参加型j，さ

らに，住民主体の「住民自治団体への官僚の参加

型」とわけている。アメリカなどにおいては自治

体財政への住民や主婦の要員としての参加はひろ

く行われているが，英，米に比し，日本国憲法制

定後の真の住民参加の歴史の浅いわが国では，横

浜市などでうわずかに財政への参加が璃芽的に見

られたに過ぎず，やがて，住民運動は停滞期に入

った。もとより今日も後にのべるような在宅福祉

において，自らの住民運動の主体性とプランニン
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グの能力を堅持し，行政の参加を求めている，す

ぐれた運動体もあり，住民運動団体への行政の参

加型は新しい発展の展望をもっている。

私の「自治体憲法学J(1976年，学陽書房)は，

新しい時代への捨て石としての意味をも持ってお

り，また当時，私の予想、を越えて，都知事や，自

治体職員に受け入れられたことは，手元に残る知

事からの書簡などによってもわかる。

その後私は，時代と学界の要請により，現代中

国学，現代朝鮮学，アジア学のアカデミズムとし

ての基礎の確立と人材の養成にとりかからねばな

らなかった。それは21世紀の日本国民全体の根本

的利益にかかわる問題であり，時間の空費である

とはいえないであろう O しかし私の能力と体力の

限界から，都市研究センターにおける福祉都政の

展望の研究は進めることができなかった。せめ

て，ここに， 70年代の私の福祉都政とのかかわ

り，出発点の問題をまとめ，さらに1990年代の新

時代の高齢化社会における住民福祉の在り方を展

望したい。以上の回顧はいわば，新しいステップ

のためのまとめであり，単なる追想ではない。

4. 90年代の新課題展望

(1) 在宅福祉のモデJ[...ケース，杉並・小金井

90年代の新課題としてはノーマライゼーション

の問題がある o 70年代の「自治体憲法学Jは1968

年に設置された東京都心身障害者福祉センタ{の

訪問調査記事がのっている (p.68)。そこで， 在

宅の出張指導，巡回相談を行って住民要求にこた

えている点を評価しそれを，生活のなかで「福祉

権者の全人間的に開花する権利」としてとらえて

いる。また母親が全盲の子供を生む権利を認めな

いとすれば，女性が子供を生む危険をさけること

になる。経済効率至上主義はそのような社会をつ

くることになるとしそれを「日本文明の危機的

状況」としてとらえている。一見極端に見える。

しかし，出産・育児への生活基盤への投資の劣弱

と今日の女性の出産率の低下の現象から見れば，

やはり無意味な問題提起であったとは思えない。

「自治体憲法学」はその他いろいろな新しい問題

提起を行っている。在宅福祉のモデルケースとし

て今日注目されており，発展をとげている杉並老

後をよくする会をとりあげているのもその例であ

る (p.171)。以下， 1990年代の新課題として在宅

福祉の問題をまずとりあげよう。

1989年12月に厚生省から発表された平成11年度

までの高齢者保健福祉推進10ヶ年戦略は，消費税

反対の世論への，上からの対応と，戦略である

が，そこでも主な具体的施策として在宅福祉サー

ビスの飛躍的充実がし、われており，介護要員とし

て10万人の要員確保が計画されている O そこで

は，まちづくりや，下からの地域ボランティア 8

万人の確保がし、われている。 r下からの」住民の
協力を大前提とする政策が「上からJの戦略とし

てのべられている矛盾の構造は，これまでのべて

きた日本型福祉の基本構造と関連する問題をふく

む。下からの住民の協力なしにはノーマライ点{

ションは行いえない。住民が主体の参加となるの

か，それとも行政の上からの展開に住民が抵抗す

るのか，結局は，上からのパラまきと，リップ・

サ{ピスに止まるのか。こうした住民運動の基本

類型にかかわる問題が， 90年代にもやはり出てく

る。それは都側の問題だけではなく，日本型福祉

における住民自らの意識構造の問題でもあろう。

つまり住民運動をもふくめて従来の住民意識の問

題点は，上からのパラマキ福祉の受け手に止ま

り，自らの積極的でランニングと主体的運営の組

織がなく，上からの福祉都政が停滞すれば，住民

福祉の水準もさがるという点にあった。 1971年12

月の与論科学協会による老後に関する意識調査に

おいて，福祉において国や都が中心となるべきだ

とするもの65.6%，住民が中心となり活動すべき

だとするもの8%である。 1990年のNHKテレビ

の与論の動向を見ても，税金が高くなっても，国

や自治体が福祉を行って欲しいとするものが多

い。住民主体の在宅福祉に伏在する重大問題がこ

こにあるのではないか。

1990年代の老人福祉は，世界的傾向として，施

設収容主義に対する反省から，在宅福祉サーヴイ

ス中心，地域ぐるみの福祉，日常生活のなかの福

祉，つまり，ノーマライゼーションの方向にあ



16 総合都市研究第42号 1991

る。しかし従来の東京都の福祉も，板橋の老人病

院施設の一点豪華主義，ないし福祉会館の点在

に止まり，実生活のなかの福祉とは程遠かった。

公民館活動においても，介護ボランティアの養成

講座などが活発に行われたとはいえない。もとよ

り私の意図はそのような欠陥を是認するのではな

く，そのような方向へのアンチ・テーゼとして，

住民生活のなかの福祉活動が，住民主体により存

在したことをも示そうとしたものである。

東京都の「杉並老後をよくする会」をこれまで

も取りあげてきたのはその為で、ある。

この会については1976年の都立大「都市研究報

告79号の「東京都における住民福祉の実態と新方

向」において，その第二節に，杉並老後をよくす

る会の先進的形態を招介している。私はその後も

この会を追跡調査し最近も，都立大都市研セン

タ{の研究会に，この会のリーダーの白川すみ子

さんをお呼びしヒヤリングを行い，また訪問調

査と共同の研究会をも行っている。大都市高齢社

会の総合的研究の一環として調査を続けてきたの

である。私のこの会との出会いは， 1975年1月

の，この会での研究講演会での私の報告「住民自

治と社会福祉」に始まる。いわば創設期からかか

わってきたのである。この会は家庭の老人介護

で，面倒を見る主婦も，面倒を見られる老人も，

ともに犠牲とならず，人間らしい生き方を求めよ

うとする，痛切な介護体験をもっ主婦達のねがい

から出発し，今日 1，000人を越す，社会福祉法人

をもふくむ，公的な運動体に発展している。この

会は私が協力した1970年代には，都も区も決して

積極的な協力は行なわなかった。今日在宅福祉が

脚光をあびるようになり，にわかに，行政が積極

的にかかわり出したのである。ある意味では行政

が上から利用しようとするノーマライゼーション

の時代にこの会は，主体性を失わず，行政を参加

させようとしているともいえる。つまり①主体性

を失わず，②行政への働きかけも行ない，行政の

協力を拒否しなし、。つまり行政との協働性志向が

ある。③そして，積極的に制度化に参加しようと

する参加志向がある。住民の主体性，行政との協

働性，制度への参加性，むしろ行政の住民自治へ

の参加性は，私の「自治体憲法学jの住民運動類

型論の第3番目の理想類型ともいえる。この会の

存在は区や都にとっても貴重なメリットとなりう

るのである。そしてこの会が，官僚主義や上から

のパラマキ，恩恵を拒否し，また自らのボランテ

ィアとしての慈善意識，おなさけ意識をも拒否

している。もとより矛盾はある。つまり主婦たち

の強固な主体性とヒューマニズムが，上からの行

政によるおしつけ在宅福祉により毒されないか，

減殺されなし、かとし、う問題である O この点は，在

宅福祉の推進が行政官僚のメリットとなっている

現在，都側や区側が深く注意しなければならない

点である。

以下若干の杉並老後をよくする会のデ{タをか

かげておく。

発足は1972年，ボランティア活動を中心に老人

福祉を地域社会の身近な問題としてとらえ，講

座，広報活動などを行うことに出発し，地域に小

規模多目的施設をつくる運動をはじめ，ディケア

など行うようになり， 1977年には社団法人「友愛

の灯協会」を設立するようになるo また1934年に

はケア付きアパートを運営する「新しいホ lムを

つくる会」を設立しケアっきアパートを運営して

いる。アパートの第1号は1989年12月に開設され

ている。その運動は多方面にわたるが詳細は1990

年8月28日号で105号を重ねる，杉並老後を良くす

る会会報にくわしし、。 90年11月1日の会報では，

食事サービスを区にひきついでいる。私とのかか

わりは1975年1月「住民自治と社会福祉」のチャ

リティ・セミナ{を用いたことに始まるので，そ

の頃からの会報は手元にある。また7周年などの

記念特集号が出ている。公開されている資料とし

ては，杉並老後を良くする会編「老いへの挑戦」

(1982年， ミネルヴァ書房)がある。会の正確な

歴史は同書にくわしい。巻末に10年の歩みの年表

がある。

次に「小金井老後問題研究会」についてのベる。

この会も 1976年の都市研究報告79号において

「住民福祉の諸形態の研究」で私が紹介している

(p.8)o 1990年までの状況をまとめておく。この

会は1971年に発足し， 1972年に第1回の総会を開
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いている Q 小金井の会は杉並の会に比すれば，公

民館の講座の運営から出発し，勉強会型が発足の

特徴である。 1989年度の名簿によれば，会員数小

金井市内123名，区，市部64名，計187名となって

いる。今日，介護， リハピリ講習，給食など多面

的な活動を行っているが，中心施設をもたず，ボ

ランティアの住民の会に止まっている。小金井市

の福祉行政はおくれており，介護の定員なども国

の基準を下まわっており，行政との結びつきは，

最近ょうやく小金井市の福祉のプランニングに，

代表が参加している程度に止まる。小金井市住民

の教育水準は高いが，杉並などの平和，福祉の先

進地域に比すれば，住民意識は保守性が強く，市

政も保守色が強くなっている。杉並の会も， リー

ダーの個性が発展のバネとなっているが，小金井

の会も， リーダーを中心とする指導部のすぐれた

個性がパネとなっている。講座，勉強会型の特質

は1983年の， i子や孫に伝えたい戦争の体験一平

和を守るために-Jの文集にもあらわれており，

1985年第2集を出している。 2冊とも私は論説で

協力している。今後上からの福祉が強力に展開さ

れ，在宅福祉の先進的形態であるこの組識が，ど

れだけ活力と主体性を保持しつつ発展できるか，

あるいは包摂されるかが問題であろう。健康部の

学習会の第1の柱から，第2のリハビリ事業部を

行うようになり，第3の会員助けあいサービス部

などで給食についての行政への働きかけを行って

いる。これらを統合した行政の窓口の一本化の要

求 i小金井在宅ケア福祉公社」の設立の要望な

どがリーダーの1人伊原氏から出されている。在

宅福祉が福祉公社に収飲されてゆく方向性を示す

か否かを私は注目している。各区部で多様に発展

しつつある福祉公社については後にのベる。小金

井の会は90年3月4日の朝日新聞(むさしの版)

や， NHKテレビなどでもひろく紹介されるよう

になったが，以下，私の手許にある資料を付記し

ておく。

小金井老研ニュースは， 1990年7月で182号を

数えている。毎号，二瓶万代子代表の論説が巻頭

にのせられている。また前記平和論集2冊の他

に 5年間のあゆみの記録「老後を考えるJ (昭

52年，小金井老問研発行)があり， 10年号(昭57

年)， 15年号(和62年)と， 1972年から1986年ま

での歩みがたんねんに記録され，年表もついてい

る。また公刊されている文献としては，二瓶万代

子著「寝たきりにならないために一老後を考え

るJ (1983年， ミネルヴァ書房)がある。

(2) 武蔵野市福祉公社

今日，在宅福祉は，民活導入型か，あるいは国

や自治体主導型かが問題となっているが，税金は

高くとも国や自治体の上からの福祉の要望が強い

現状では，福祉公社型は検討に値する。またノー

マライゼーション，給食，介護などの一本化の要

求のもとでは一括してサービスを行う福祉公社型

が浮上してくる時代ともなっている。現に台東

区，世田谷区，練馬区，三鷹市， 府中市，調布

市，町田市などで設立され，新宿区，太田区，杉

並区，足立区なども公社設立準備の方向に動き，

豊島区なども1990年9月現在調査の段階にある。

行政と社会福祉協議会，第3セグターとの関係も

複雑多様であるが，先駆的形態としての武蔵野福

祉公社について若干のべておく。この会も私は発

足当初から関心を持って調査していたが，今日あ

まりにも有名となり詳しくのベる必要はないであ

ろう。また1989年の「社会保障，社会福祉辞典」

(前出)でも，大項目として福祉公社が解説され

る時代ともなっており，実態についても，早瀬圭

一「長らえしときー武蔵野，有料福祉の現場から

ーJ (昭59，文芸春秋社)などで早くから知られ

ている。私は1988年山本課長らともにその担い手

であった加瀬裕子氏とともに研究会をもったの

で，若干の問題点にふれておく。 1980年12月設立

されたこの公社は，有償在宅老人福祉サーピスを

目的とし，在宅老人は土地家屋を担保として福祉

資金を借り，それを家事援助や介護などの公社サ

ーヴィスの費用にあてている。加瀬さんの説明で

は，土地を担保とせず現金支払いで支払う人が最

近では多く，食事の供給も密度のこいものとなっ

ているという。本来教育水準も高く，最近では億

をこえる土地資産をもつものが多いこの地区で

は，この公社方式が広がりを見せる条件があろ
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う。しかし資産が少なく，担保切れとなったも

の，あるいは始めから資産のないものには切捨て

方式となるのか?o公的福祉，社会保障との連け

いが必要であろう。とくに超高齢化社会の後期高

齢者で，寝たきり，あるいは精神障害を持ち，資

金も20年， 30年とはもたなくなった，最も困難の

多い層が増加した場合の対策が問題で、あろう。今

後インフレ，日本経済の不況期にさしかかった場

合は一層問題が生ずる。土地資産もいつまでも高

値が続くとはいし、難い。また介護者の不足，高度

の介護技術，福祉と医療との関係，事故の法的責

任なども問題である。ボランティヤを住民から求

めるならば，これらの住民のために，高度の組織

化された技術教育システムをつくりあげること

は，固と自治体の公的責任であろう。地域ぐるみ

福祉を完成させることは公社のみではできなし、。

ここに生涯教育，住民の自己教育，都民カレッジ

での福祉教育の重要性がある。

(3) 住民福祉など， 90年代福祉の構造的矛盾

以上，在宅福祉の住民運動，福祉公社を少しく

考察したのみでも，日本社会の福祉は様々の矛盾

と問題点をもつことがわかる。

(A)固と地方自治体，公社，住民運動，シルバ

ー産業の構造関連，役割り分担の問題。在宅福祉

においては，住民運動の主体性の確保とそれへの

白治体行政の参加，多様なニーズへのシルバー産

業の協力，固による最低福祉と健康で文化的な生

活の保障とL、う構図が理想的である。しかし日本

社会は住民自治の歴史が浅く，かつ市民精神の確

立がなく，杉並区の運動のタイプを全国民に期待

することは難しし、。また福祉へのニーズが多様化

しかっ高度化してくる中産階級意識の高い日本

社会では，シルバー産業の市場としても住民福祉

は存在する。そしてもし大企業が本格的にシルパ

ー産業に進出し，行政権力がこれと結合すれば，

幼弱な住民運動は押しつぶされ，住民自治は受け

身となり，在宅福祉は国の公的保障を後退させ，

行革による福祉施設と老人医療の後退はこれに拍

車をかけ，営利と効率万能主義の高額所得者中心

の福祉を生み出しかねない。住民運動は中産階級

をもとり入れ，多様なニーズへのプランニングの

能力と強固な市民精神を要求される。

(B)行政責任の位置づけ。ニーズの多様化は，

多様で柔軟な合目的性を要求し，シルバー産業へ

の法的規制を弱くし行政の裁量権のはばの拡大

を要求する。在宅福祉は法的規制，法的責任と親

しまない部分があるから住民主体は望ましいので

あるが，このことは行政責任を後退させてゆく危

険性をも有する。在宅福祉，給食や介護に自治体

行政が関与した場合の損害賠償責任，損失補償の

問題，さらに，高齢者個人のプライパシー保護な

どの手続的保障の問題があるわ従来のように福祉

対象者を特別権力関係にある日とくにあっかう発

想では，高度の福祉社会のノーマライゼーション

の要求には対応できなし、。中産階級意識が住民自

治の主流となっている現状では一層そのことがし、

える。在宅福祉の公的責任は，法学者としては重

要な課題であり，今後も重要な学会の課題となる

であろう O

(C)社会的弱者に対する最低保障の問題。日本

型福祉は弱者に対する生活関連資本の投入を犠牲

にし，強者の経済的発展を保障してきた，開発独裁

型の性格をぬぐいきれなL、から，し、かに中産階級

意識が広まっても，低辺の弱者の抵抗は常に構造

的に存在する。福祉の問題を，シルバー産業のみ

による上層階級の福祉に解消することはできず，

国は常に底辺の社会的弱者に対する保障に注意し

なければ，政権の維持はできなし、。蓄積された矛

盾は爆発を常におこしてゆく。社会的弱者の犠牲

によって発展してきた， 日本社会が，開発独裁型

発展 100年後に，誰れでもが後期高齢者として社

会的弱者となる超高齢化社会に，結果として突入

することとなったのは，誠に歴史的矛盾の集中的

表現であるといえる O 支配層は常にこの問題のも

つ危険性を考えねばならぬ。また逆に労働組合運

動は，中産階級の高度の多様化した在宅福祉，年

金政策への対応の転換は必要だが，低所得層，社

会的弱者への人権と生活への配慮を失うならば，

その存在意義失う。従って最近の，社会保障，生

活保護，特別養護老人ホームの保障と，より豊か

な発展は中央権力，厚生省の重要な課題であり，
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地方自治体の財政力に対応した多様な福祉施策，

福祉公社，在宅福祉の発展は底辺においても，忘

れられではならない。またもし高齢者福祉10ヶ年

のゴールドプランが厚生省のリップ・サービスに

止まらぬとしたら，介護士や福祉従業員の，賃銀

水準，困難な作業を担当する老人福祉従事者自体

の待遇を，劃期的に改善しなければ，人材不足は

容易にゴールドプランを画餅に帰せしめるであろ

う。また福祉大学，福祉学科の定員，教授陣の大

増員をも文部省に対し要請するものである O 職業

をもっ女性，夫に対する介護休暇の問題など周辺

の問題は山積し，ほとんど解決途上にある。

(D)日本型福祉の家庭依存性。日本社会の家族

的構成は，核家族社会の進行により解体し，現役労

働者の企業統合力に吸収され変容している。従っ

て地域社会の連帯のうえに成立する在宅福祉にお

いては，家族依存性に代る地域福祉の運動と教育

を必要とする。学校教育における福祉ボランティ

ヤの単位化，社会教育における福祉講座の増設，

が重要であり，教育要員の養成機関としての大学

の福祉学科の定員増，大増設は，この点からみて

も，文部省の緊急課題であろう。老人福祉の生涯

教育，自己開発については，いわゆる生涯教育振

興法の成立がみられるので，後述する。また「大

都市高齢者の学習・文化活動」については本総合

都市研究39号の木下・高橋勇悦教授の報告があ

る。さらに後期高齢者の生きがし、対策ないしその

終末教育としての宗教教育も重要である O 公行政

よるホスピスでは宗教活動には限界が憲法上存在

するから，宗教諸団体のホスピス設立，在宅福祉

における宗教教育は重要であろう O 福祉教育全般

については既成の政党や労働組合は必ずしも熱心

だとはし、えず，福祉教育の射程距離はせまし、。こ

のことは福祉を核家族化後の家庭女性に限局して

ゆく作用をも生み出すのではないか。核家族の進

行と福祉，社会権のおくれは， 90年代日本型福祉

の矛盾のひとつではなかろうか。自由権における

個人の尊厳を基礎としてのみ，新しいファミリー

の保護，家族の新しい憲法体系における位置づけ

を考えることができる。

CE)憲法上の問題点。日本国憲法は13条であら

ゆる老人をも含めた個人の尊厳を保障しており，

それを実現する手段として25条で生存権，つまり

人間としてふさわして生存を享受すべき基本権を

承認している O それは労働権，教育権，学習権，健

康権など，諸権利と連動している。資本主義の発

展は国家独占資本主義の積極財政政策として生活

関連資本の増大を必要としていた。しかし特殊日

本的福祉においては，社会資本，この部分を節減

することにより産業基盤の増大培養をはかり，資

本主義の要請すら満たすことのない点に構造的矛

盾の根源があることは，最近の社会主義による批

判ではなく，欧米の構造問題における指摘，純粋

立憲主義の日本における不在の指摘により明らか

である。日本における最高裁のプログラム規定説

の異常性はここにある。つまり資本主義発展の要

請を満たしていないのである。このことは国際人

権規約の諸規定から見ても原理的に問題である

が，超高齢化社会に直面する90年代日本の憲法，

法律上の大問題でもある。超高齢化社会のニーズ

の多様化，住民福祉の進展に対応した，争訟の

範囲の拡大，原告適格の拡大， 義務づけ訴訟の

容認，地方自治権における住民自治の拡大など，

様々の新課題を再検討すべきであろう。福祉サー

ビス請求権の拡大，福祉施設最低規準の見直し，

在宅サービス最低基準の新設，処遇過程の諸権利

の具体化など問題は山積している。アメリカの保

健福祉省の連邦規則，州、|法による，患者としての

権利，その導守状況の検査のシステムなどについ

ては後にのベる。日本の措置入院者の権利やその

運用の実態は，刑務所における受刊者に対する特

別権力関係論の水準にひとしいのではないか。こ

こに日本型福祉の矛盾が最も端的にあらわれてい

ることは宇都宮の精神病院事件において，国際諸

機関からも指摘されたところであろう。老人の精

神障害の保護の問題は，この課題を問う試金石で

あろう。東京都におけるガーディアン・システム

については後にのベる。これまでの日本社会は経

済は一流であるが，実生活，人権に貧しいとする

欧米の最近の指摘があることは出発点でのベた。

一種の開発独裁ともいえる日本においては人権の

基本理念の真正の社会的確立が問題であり，純粋
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資本主義的立憲主義の理念より見ても，福祉見直

しといえる段階には到達していなし、。それが異常

な日本の経済成長の要因ともなっているのであ

る。

次に， 理念， 原則，歴史的構造の問題ではな

く， 1990年代の具体的個別的問題を，残された新

しい問題として若干指摘しておく。

(4) 在宅福祉と行政の公的責任

前述の在宅福祉における住民の主体的組織体，

あるいは福祉公社における問題は，公行政でもな

い，私的営利団体でもないこれらの団体，法人

が，公的性格をもっ福祉を，国や自治体のパック

アップにより行った場合¥，、かなる責任を生ずる

かということにある。

住民が福祉にかかわる権利は，他人の個人の尊

厳と生命幸福追求を自分と同じに考えてゆく権利

であり，日本国憲法13条の個人の尊厳の条文に包

括的に含まれると解すべきであるとしても， 25条

の社会権の規定は積極的に住民自治の公的性格を

もっ法人や団体に権限をあたえ，規則をつくり，

法律や条例による支持を与えることを努力義務と

するものであろう。それはこれまでの日本型福祉

の考え方のように，低所得層に上から福祉を与

え，その担い手は公務員であり，住民の主体的参

加を排除し，住民を単なるマンパワーとして資源

化する考え方とは具る。憲法13条を基本とすれ

ば，その対極を形成すると見てもよL、。また25条

を国や自治体によるパックアップを規範的に義務

づける規定と解する見方もあるであろう。

しかし，細かな具体的福祉の現場の問題として

は様々の課題がある。老人のキャブによる移送に

おける自動車事故の責任を，住民運動体ボランテ

ィヤへの個人責任に帰してよいか。自治体は単な

る補助金支出を行うだけで，契約は老人対ボラン

ティヤの聞に行われたとみてよいか， リフトつき

の福祉タクシーが，市や自治体の所有事であった

場合は国家賠償法による責任を負うか。キャブの

運営委員会は，申込者に対し，車にかけている最

高保険額以上の補償はできかねるとする規定でよ

いかという問題などがある。住民運動が主体性を

保持しながら，その行動自体は在宅福祉という公

的性格を有するのであるから，これに対する監督

を公行政が行うよりは，積極的パックアップの条

例の整備を行うべきであろう。さらに入浴サ{ピ

ス事業が，最近，広く民間のシルバー産業の手で

行われ，さらに在宅福祉全体がいわゆる有料老人

ホームのような営利団体で行われた場合の問題が

あるがこれは後述する，在宅福祉の法的問題点は

共同研究者橋本宏子さんが「在宅サ{ピスと公的

責任J (神奈川法学21巻1号)にまとめられてお

り，また本共同研究の論文も出されると思われる

ので以上に止める。在宅福祉における福祉介護と

専門的医療の関係，責任の不明確性など問題は多

あ々る。

(5) 在宅福祉における「医療」と「福祉Jの
構造関連

在宅福祉が病院中心主義の医療から，日常生活

のなかでの介護に移行する問題を含むとすれば，

老人は在宅全期聞を通じて医療と介護の両面を必

要とする。在宅福祉は日本型福祉のウサギ小屋で

の2世代 3世代同居へのおしこめとなるという

住宅問題，さらには土地問題といった大問題とも

関連するが，ここではより細かな技術的問題をみ

てゆくことにする。つまり病院中心主義において

は，老人が入院手続を行い，診療券を提出し，医

療契約を締結したと判断された時のみ，責任を医

師と病院がもてばよし、。しかし医師が在宅治療に

移させた場合，医師は在宅全期間を通じて責任を

有するか。介護士，ボランティヤの責任との関係

はどうなるかといった問題が出てくる。こうした

問題を都市研の大都市高齢化社会の総合研究のな

かのサービス班(高齢者の地域生活におけるサー

ビス供給の実態把握と総合化方策に関する研究)

の活動の一環として，都立大小林助教授，東海大

宇都木伸助教授，国学院大平林勝政教授らと実務

家の出席により針生と橋本さんの司会による研究

会を行った。

ここでも第1の問題は，福祉の総合化，普遍化

日常生活化のなかでは，職務権限外，時間外の住

診などによる医師の判断に対して，在宅期間の医
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療事故の責任を問えるかという点にある。高度の

専門技術を必要とする医師の「聖域」をボランテ

ィヤが肩代りした場合，医療と介護の区別をどこ

に引くか，介護者の責任はどこまでかといった問

題もある。前掲神奈川法学の橋本論文は数件の実

例をのべている。東京都の家事援助派遣事業の場

合，契約は，東京都市区と看護，家政婦協会な

どとの聞の介護費に関する物品供給契約である。

利用者老人は家政婦との個人聞の契約によりサー

ビス内容を受ける形となり，市区と老人の聞はも

とより老人と家政婦協会との関係にすらならな

い。家政婦協会との聞には法的に雇用関係はない

とされている。介護の場合発生した事故責任は公

的には誰れが負うのか。まして住民運動団体の好

意的素人のボランティヤの事故責任を，市や区が

負うことは現状では少なし、。またボランティヤが

老人のプライパシーについての守秘義務を法的に

おうことはなし、。地方自治体の条例や要綱レベル

での責任の明確化，積極的推進助成のための細か

な責任分担が必要であろう。

次に，それならば，市や区が積極的に推進する

場合の法制化，条例化，要綱化の問題はどのよう

に考えられているか。研究会の討論などによる

と，名古屋市の要綱行政のプランニング案では，

医師の医療と，保健婦の介護，ボランティヤの家

事援助のトータルなシステムをつくる計画がある

という。医師が包括的責任を負うのか，保健婦が

コーディネィータ{として責任を負のか，統合的

責任の所在をどこに置くかが要綱化の問題点、であ

ろう。要綱化のメリットとしては，現状では裁判

所の判断の基準がない以上，当事者の責任を在宅

福祉において問うことが困難なので，乱雑な福祉

が過渡期現象として発生することを防ぐ意味が，

要綱化，条例化にはあると思われる。しかし日本

型福祉のみならず，一般に日本社会はアメリカの

ような訴訟社会ではないから，訴訟が多発するこ

とにはならないであろう。そのような構造は社会

的弱者にとっては好ましいとはいえなし、。今後は

ボランティヤの規準，そして介護の高度の技術教

育のための専修学校，都民カレ vジ，市民講座の

増設などに，東京都，文部省，厚生省は積極的に

努力すべきであろう。その上で介護の技術上の責

任を問う規準を自治体は設定すべきであり，そう

して初めて，在宅福祉の質的向上を望みうるであ

ろう。今日では細かに法的過失責任を問う以前

に，対外的批判から見ても，社会福祉への設備投

資増大，敗政的貧困の根本的是正などが急務であ

ろう。それとともに憲法25条のシピル・ミニマム

を充足させる，公的保障の確立が望まれる。

(6) 日本型有料老人ホームの問題点と法的規

制

市民社会における個性の確立が弱い，日本的集

団としての有料老人ホームは，著しい特質を持つ

ように思われる。この問題を中心に有料老人ホ{

ム一般を考察してゆく。

在宅福祉において，国および自治体は最低限の

シピルミニマムを低所得者のためにも確立しなけ

ればならぬ。しかし中産階級化から富裕層の出現

は，福祉要求を多様化させ，高度の在宅福祉サー

ピスの要求は，ケアっき有料老人ホームを生み出

している。それは国および自治体の法的規制から

離れ，届出さえあれば営利目的の有料老人ホ{ム

は簡単に開設されうる。協会のゆるい規準設定の

他は，法律，条例で規制されることは， 90年現在

では，ほとんどなく，野放しに近い状態にある。

しかし経済的富裕層も，老人となってまで，経済

激動期には，日本型社会集団の特殊な環境では，

強者ではありえなし、。ここに支配層の気づかない

市民社会末成熟型の日本の超高齢化社会の落し穴

があるといえよう。

有料老人ホ{ムは1989年の協会の資料では 1

億円という入居一時金を必要とするものもある

が， 1，∞o万円以上， 5，000万円未満がほぼ標準型
ともいえよう。その法的問題点は最近，法律専門

誌などの取りあげる所であり，利用契約型，終身

利用型，分譲型などの法的問題点が分析されてい

る(iジユリストJ949号)。ここではあらためて

のベなし、。

私が問題としたいのは，そこでも日本型福祉の

特質があらわれており，福祉の貧困面のみでな

く，豊かな高額の福祉にもこの弱点はあらわれ
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る。支配層のみが日本型福祉の「ゆがみ」から自

由であることはできない。市民社会の憲法原理貫

徹の重要性はここにある。都市研の研究班はある

ホ{ムの実態も見学し，家族社会学の田村喜代教

授の経験された実態報告をも検討した。日本社会

におけるムラ社会のピンネ γ・モラールは，高度

の都市生活集団としての老人ホームにもみられ

る。田村教授は，契約入居すれば不可避的に食住

をともにし，ついのすみかとなる「運命共同体」

には「牢名主」さえいるとしている。日本型の人

間集団の特質は24時間生活の旧日本軍隊に典型的

に見られ，刑務所などにも残存しているが，高額

所得者などの集団にも相似性をもってあらわれて

いることが田村報告から理解できる。というより

は，この社会は軍隊や刑務所のような公的規制す

らがなく，各人が日本型の前近代的エゴを出しあ

う， ミングのコートを着たムラ社会ともなりう

る。教授の論文「有料老人ホームの実態一経験事

象の分析視角による問題点一J (同朋大学論叢58
号)によれば「元中学校の美術担当であった女教

師は，あまりに復雑な人間関係で、ついに丸坊主に

髪の毛が抜けおちたというJ (19頁)とされてい
る。日本型老人の生活状況のひとつのサンフ。ルと

しては興味深い指摘が多々あるがそれは田村論文

の例証にゆずる。

私がひとつのサンブ。ルとして田村教授の論文を

読むと，家族社会学の専門家でもある教授は，か

えってそのことのゆえに，自己自身の生活基盤で

あるムラ社会のカウンセラーとして深入りしす

ぎ，自己自身にまで客観的ではありえず，遂に退

所に追いこまれたように思われる。高額の設備の

ととのった楽しかるべきホームも， ミンクのコー

トを着たムラ社会であり，村八分もありうるので

ある。個人の独立とプライパシーへの不干渉とい

う市民精神のうえに成長したアメリカ型，ヨーロ

ッパ型との差違を検討してみれば有益であろう。

田村教授の経験はひとつの例にすぎないが，こ

の日本型集団へのテラピーとして若干の対策にふ

れてみたい。終身入居型でホスピスに類似した孤

独な老人が精神的に身をよせ合う場では，宗教者

に近いカウンセラーも必要であり，医療，介護の

技術面のみでは問題を生ずる。そのうえに精神医

学者，法律，生活面でのアドヴアイサーが付置さ

れることが望ましし、。研究班が見学した他のキリ

スト教系特養ホームは，キリスト教的モラルの規

準も，公的規制もあり，貧しいがより平穏な生活

環境があるように思われた。精神的安らぎと，よ

り豊かな老後は，金銭のみでは解決できない。そ

こは日本人の精神構造の「ついのすみかJ総決算

の場でもあろうか。

他にも公的規制，法的コント d ールのない有料

ホ{ムには様々の問題がある。日本型の精神構造

のもとでは，老人ホーム型よりは個別的住宅の集

団に，医療と介護の施設を併置するタイプが，望

ましいのではなかろうか。また三度食堂でたベる

共同生活よりは，供食，配食が望ましし、。ムラ社

会のボス支配を共同生活に持ち込み勝ちな日本型

老人福祉では，かえって切断された集合住宅と在

宅サーピスセンターの完備が望ましいという逆説

もありうるのではなし、か?。在宅福祉は北欧型福

祉に適合的であるよりは日本型福祉においてより

望ましく，独立した市民精神と市民生活の新しい

方向性を，そこから生み出すべきであろうか。ま

たケア付老人ホームとL、いながら，実際は発病の

場合は他の老人病院に移し，その入院料は本人の

負担で，医療設備は貧しく，結局健康で富裕な老

人のリクリエーション施設である場合もある。こ

れらのホームには介護ホ{ム，医療ホームなどの

名称は用いさせない規制が必要であろう。有料老

人ホームの種類別名称は厳格に規制すべきであろ

う。商品の虚偽表示にも似た現象は防がねばなら

ぬ。消費者保護の問題でもある。

法的規制の問題点としては行政としては，シル

ノミー産業にも消費者保護の視点を導入すべきであ

ろう。対象が社会的弱者である老人である点に

も公的規制による保護の必要性がある。西ドイ

ツ型の規制においては，有料老人ホームの特別法

があり，法令の規制も細かい。アメリカ型では後

述のようなプライパシー保護，権利保護の法制が

ある。日本においてもシルパー産業への不当な介

入はさけながらも，大幅の融資や公的資本，公的

土地の補助の増加ともからんで，一定の規制を行
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うべきであろう。老人ホーム協会もそうした自己

規制を行い，シルバーマークを付与する規準をよ

り厳格にすべきであろう。入居者老人の側にムラ

社会的精神構造とエゴのむき出しの前近代性があ

り，経営者の側に社会的責任と福祉産業への自覚

がなければ，有料老人ホ{ムは生活エゴと資本の

エゴの角逐の場ともなりかねないのではないか

?。

市民的法的常識の乏しい老人が，広告の宣伝と

は異なり，設置者の権利のみを記し，入居者老人

は義務のみの多い片務的契約に終身拘束されるこ

とのないようにすべきである。ホーム契約のモデ

ルの規準設置，入居の際の説明の義務化など，法

的規制の問題は多L、。経済の変動とともにホーム

株式会社の破産，入居金の返還の問題も多発しよ

う。老人福祉専門の法律家の養成も必要である O

日本型福祉においては「こころjの問題は特に重

要であるが，法的権利保護の手続的確立も将来的

課題として重視すべきであろう。

(7) アメリカ型の手続的権利保障の 1断面

アメリカ社会は市民社会として，セルフヘルプ

による自己決定と自己責任を重視する。従って老

後の福祉においても北欧とは全く異なり，国によ

る社会保障についてアメリカより学ぶことは少な

い。しかし個人の権利の手続的保障こそはアメリ

カ市民社会の真面目(しんめんぼく)であり，こ

の点では日本型福祉とは具なる。日本型福祉にお

いては生活基盤への投資を節約するために，市民

の自己資金による自助努力の福祉を日本政府はい

うが， アメリカ商務省の「日本株式会社論」以

来， 日本の資本家そのものにおいては，自助努力

にとぼしし産官結合により国家財政に寄生して

きたことが鋭く指摘されている。私自身， 1989年

夏，日本異質論， リヴイジョニスト研究のために

訪米したが，アメリカ社会が自らの手続に自己責

任をとり，それ故に手続的保障を重視しその手

続決定に参加を要求する市民社会であることは理

解できた。それは下からの市民革命による中央権

力掌握の経験を持たない，日本資本主義とは異な

る社会であることも理解できた。

都市研の共同研究の一環として私が講続して続

書会を行った，ナーシングホームの居住者の諸権

利の法的保障についての最近の解説書を紹介して

おく。R.N. Brawn， The Right of 01der Persons. 

(1989， Southern I1linois Univ. Press) p. 302-

p.323のナーシングホ{ムの居住者の権利の部分

である。老人福祉における個人の権利保障の手続

的特質の基本をわかりやすく紹介した新刊書であ

る。ナーシングホームは独自の特色をもつが，富

裕な階級のホームではないので，日本の特養ホー

ムにおける手続的保障を創設してゆく場合の参考

となろう。アメリカでは1987年改正法により居住

者の権利がより明確にされ，違反者に対する処罰

の権限が州において強化されたとL、う。

先に述べたようにアメリカの老人福祉について

学ぶべき点は，社会保障の制度的整備の面にある

のではなし、。私的営利によるホームが中心となる

この国では私的契約と自己決定権が尊重される。

しかし自由権の内容が手続的に保障されている。

日本における営利というよりは投機の横行L 私

的エゴのぶつかりあいの現状は，前近代的欲望の

解放にすぎなし、。手続的保障のない自由など，資

本主義社会ではほとんど意味を持たなし、。プライ

パシ財産の管理についての弱者としての老人

の保護，処遇への自己決定権が法的，手続的に保

障されることが問題なのである。そして手続的保

障を監視するシステムがあり，訴訟により，強者

としての経営者と争う道が，手続的に確保されて

いなければならなし、。

アメリカにおいてもプライパシーの保護とは，

日本型の覗き見からの保護ではなく，個人の人間

らしさの尊重が基本になっている。表現の自由に

おいて，ホームの食事，スタップへの不満，ほか

すべての不平をホームの居住者，友人，ホームの

経営者， 政府，議員， 新聞， オンブズマンに訴

える表現の自由が保証されている。医療処置に本

人の同意を必要とし，同意を無視すれば訴訟で争

いうる。また実験的医療を拒否できる。さらに主

治医と会見する権利だけではなく，病院の外部の

他の医師を訪問する権利さえ認められていること

は注目すべきであろう。医療についての自己決定
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権が基本にある。財産管理，入所から退所にし、た

るまでの，あらゆる問題について自己決定権と白

己責任の考え方が中心にある。連邦法，州法で手

続的に保障されている。さらに精神障害などを有

する弱者としての老人にとって，老人の権利を主

張してくれるオンブズマンの存在は重要であり，

1987年法律 (nursing-homereform laws)はこう

した問題についての州やオンブズマンの権限を強

化したという (前掲書p.315)。訴訟手続におい

ても原告適格は日本よりはるかに広い。日本でも

本人のみならず，住民そして次にのベるガーディ

アンが訴訟でホームを告発し争える手続的保障を

検討すべきであろう O 日本の憲法学では社会権に

ついて，義務づけ訴訟で争いうるかといった程度

にとどまり，特養の老人の権利保護の具体的立法

はほとんどないのではないか。とすれば自然状態

で存在する強者の権利が動物的弱肉強食の次元で

存在するだけで，社会的弱者，老人福祉におい

て，憲法上の自由権の保障は空文ではないのか

?。老人福祉，障害者のガーディアンシステム，

権利擁護機関の制度的確立などの緊急性の問題が

ここにある。

(8) 東京都のガーディアンシステム

1990年6月東京都は，痴呆性老人をもふくむ精

神障害者などの権利擁護機関検討委員会を発足さ

せた。当面精薄者の地域援助システムに重点を置

いているが，老人福祉関係者はこの問題を重視

しあらゆる精神障害の老人，ボケ老人の人権と

生活を守る第三者機関の設置，ガーディアンシス

テムの確立を検討しなければならぬ， 1988年12月

の東京都心身障害者対策協議会の最終提言3頁に

いうように，精薄者に対する権利侵害についての

施策は「欧米における人権擁護のための援助体制

と比較してみたとき，わが国のこの方面の施策に

はほとんどみるできものがないといわざるをえな

L 、」と断言されている。日本にあるのは動物的次

元の強者の人権であり，経済一流，人権二流三流と

いう異質な日本の特質はここにあらわれており，

国際都市東京においてはこの点を特に注意をする

必要がある。東京都のこの委員会の発足は憲法13

条にし、う個人の尊厳を弱者に及ぼし，人権の普遍

化を目ざしている点で，日本型福祉からの発想の

転換の意味をも有することを，関係者は深く自覚

する必要がある。弱者の地域社会での通常の生活

を支える，ノーマライゼ{ショ γの制度として，

東京都が弱者をガードするという発想は重要な意

味を有し，障害者，老人を山奥の特定の病院に隔

離して保護するという発想とは逆であろう。弱者

の自由な個人の通常の生活を，国や自治体が制度

的にノミックアップするという発想は， 日本国憲法

の13条と25条の，もっともオーソドッグスな考え

方といってもよL、。

アメリカにおける関連した制度について補足説

明をしておく。周知のようにアメリカでは既に

1975年に発達障害者の権利章典法があり，また最

近話題となっている差別禁止法その他の諸法律が

制定されている。それは経済団体，企業に負担を

与えるものであるが，人間の尊厳を日常生活のな

かでまもる権利擁護システムや監視システムが発

達している。法的な権利擁護機関の他に，友人，

ボランティヤによる citizenadvocateがある。さ

らに日本の後見人制度にも類似した，財産の支

出，収入を代って行い，重要な決定は裁判所の指

示をうけるガーディアンシステムがある。日本に

おいても準禁治産の制度があるが，この発想、は，

本人の生活のノーマライゼーションを確保すると

いうのではなく，通常の人々と隔離し，取引の相

手方に損害を与えないようにする側面をもっとい

えよう。日常生活のなかにある軽度障害者のケア

こそが重要であり，差別を基本とした準禁治産の

制度は，ガーディアンシステムとは正反対のもの

ではなかろうか。日本型の市民が公権力による福

祉を期待しながら，これらのシステムを欠いてい

たのは，日本国憲法13条のあらゆる人々の個人の

尊厳という人権の中核原理についての社会の考え

方に根本的欠陥があったのではなかろうか。日本

の老人病院でも，障害者老人は，だまされて財産

をとられ，不当な契約を結ばせられ，養子縁組を

させられ財産をうばわれる可能性と危険性を常に

もっている。弱肉強食型の日本社会では，ムラ社

会の表面の疑似的親和性におおわれ，こうした法
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的制度を欠落させていたのである。

東京都が国際障害者年の行動計画におし、て，憲

法13条の個人の尊厳の発想に立ち， 1988年12月

に， i東京都における精神薄弱者等対策の当面す

る課題と今後の施策の展開について」という最終

提言を出し，ノーマライゼ{ションの発想に立っ

たのは，日本型福祉の発想に反省と変革をせまる

ものでもあり，高く評価しうる。その結語で「地域

で生活するということは，その全生活を見守るこ

とを意味する」と明確にのべている。治安対策，

経済取引きの安全の立場からではなく，この立場

から福社の全体系を整備しなおす発想は貴重です

らある。行政から独立した非営利的公益法人とし

て，法律家や福祉の専門家，精神医学者などによ

る，この施策の発展を期待するものである。後期

高齢化の年齢に達し，夫を失い，かつ障害を持つ

女性には，今日たよるべき権利擁護の機関や団体

は存在しない。これら社会的に最も弱L、立場にあ

る老人となる可能性は，多くの人々に現実にある

のであり，悲惨な実例はあとをたたない。個人の

尊厳に適合的に全福祉の法体系が見直されねばな

らないのである。真に人間的に豊かな福祉社会と

はそのことをいう。

(9) 社会福祉諸法の改正と在宅福祉サービス

前にのベた厚生省の10ヶ年戦略，いわゆるゴー

ルドプランは在宅福祉を重視し，在宅介護支援セ

ンターの整備についてのべている。 1990年の福祉

諸法の改正は，この在宅福祉サービスを法的に認

知し，ショ{トスティ，ディサービスを法文化し

ている。第2に，自治体，市区町村へ権限と実施

の責任を，国から移譲している。また民活福祉の

営利産業化を促進している面もある。これらが前

述の大問題と関連してくる課題であり，費用負担

では公的支出を少くする行政改革以来の日本型福

祉論が底流にあるといえよう。福祉サービスが自

治体の超過負担とならぬよう，福祉施設費に対す

る公共資本の投入，白、冶体への福祉補助金の飛躍

的拡大がまず望まれる。今日ともすれば利潤率の

巨大な「大砲」への軍事支出が「バターJよりも

重視される潮流があり，まず福祉面への生活関連

社会資本の巨大な方向転換が問題である。福祉の

「おくれ」が軍事大国への「すすみ」を支える方向

を放置すれば，日本社会は戦前同様異質な日本社

会として「自滅化要因J(拙著， i日本憲法科学J
1989年，敬文堂， p.311以下参照)の増殖を招く

こととなろう。また，国際的批判もきびしいもの

となろう。諸法律の改正，老人福祉法，身体障害

者福祉法，その他の社会福祉諸法，身体障害者福

祉法，その他の社会福祉諸法の，改正の法律上の

問題点は多いが，それ以前の基本構造の在り方の

大問題に注意しなければならぬ段階にある，医療

法の一部改正も問題となっているが，老人医療の

自己負担を加重し，病院格差を増大させ，老人福

祉の推進とは逆に，老人を劣悪な医療と費用負担

増大，悪しき日本型自助努力に押しこめる危険性

もあるといえよう。日本の福祉の実態をみれば，

法律上の問題点より以前の，基本構造の矛盾から

生ずる障害が多すぎるのである。本論が日本社会

のこの異質な性格に問題を出発させ，法律上の問

題点、を2次的な問題としておさえてきたのはこの

理由による。 90年代の新課題を10題選択してのべ

てきたが在宅福祉のサービスセンタ{の問題と住

民の自己教育，生涯教育の問題にふれて本論を終

えたり。

在宅サービスセンターの発展は，ある意味で，

上述の問題を実証している。在宅サービスセンタ

ーの矛盾の解決がまず重要である。私は観念論を

述べているわけで、はない。東京都は現在130ケ所

ほどの在宅サービスセンターをさらに数十ケ所増

加させようとしている。 1990年10月，東京都小金

井市の「桜町高齢者在宅サービスセンタ-Jが開
設されたので、見学した。設立段階でも病院事務長

を訪問し見学調査していたので、ある。

このセンターは綜合病院桜町病院を母体とし，

10年ほど前リハビリセンターを設け，数年前特別

養護老人ホームを開設している。カトリッグ教会

の施設で、ある。一高，東大銀時計のカトリッグ医

学者戸塚氏によって創設されている。戸塚氏は日

本最初の枢機卿土井辰雄氏とも親交があり，私は

仙台一中，第二高等学校の先輩である土井氏とこ

高時代面識があり，著名なカトリ vク文学者の終
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えんの地として桜町病院を知っていた。在宅セン

ターからホスピスまでの老人福祉の綜施設として

は発展の可能性をもっている。桜町高齢者在宅サ

ービスセンターは，土地の提供を小金井市より受

け，その委託事業としてサ{ピスセンターを1990

年10月に完成した。ディホーム，給食サービ'ス，

入浴サービス，ショートスティ，相談，介護者教

室など在宅センターとしての通常の機能を完備

し，建築様式も教会風で高度なものである。

問題は，まず労働力にある。入浴設備は最新の

完備したものであるが，事務職員3人，パート 2

人で運営し 1日6人の入浴者を処理するのでせ

いいっぱいで，事務職員の腰痛，コルセット使用も

多い。給食の高級設備を配食サーピスにまでひろ

げるには，さらに多くの人員を必要としよう。第

三セクターの採算方式をとれば人員はふやせず，

かつ労働力不足の現状ではこのような過労病を生

む，重労働に従事する職員の獲得は困難である O

修道女の援助を受けうる桜町のセンターにして入

浴の 1事をとっても，かくのごとくである。住民

運動団体のボランティヤの奉仕，大学，短大の学

生のボランティヤ奉仕がなければ，あまたのこの

種の新設在宅サービスセンターは出発点から大き

な障害に直面することになるのではないか。痴呆

性高齢者ディホーム事業はさらに困難となり，高

度の精神医学的知識を持つ介護者を大量に必要と

する O ディホームは労働として過重であるばかり

でなく，高度の介護技術を必要とする。弱肉強食

型，効率主義のこの社会では，住民運動，大学教

育とも，こうした超高齢化社会への適合的な教育

は甚だしく欠落している。大学，高校生などのデ

ィホームでの下支えの労働奉仕は，必修単位とす

べきであろう。偏差値教育を受け，人生目的と生

きがいを失った青年学生自身のためにも必要なの

である。在宅センターの人的資源の問題ではな

い。東大の秀才桜町病院の創設者の戸塚氏にして

神父となり，病院の奉仕者としての生きがし、に一

生をささげている。私は間もなく停年退職となる

が，大学教授として最も思い出に残るのは，生き

がし、を失った偏差値秀才，才媛たちを老人福祉の

ボランティヤ活動に奉仕させ，生きることの意義

を発見させ，法律や教育の第一線の担い手として

再生させていったことである。私が教育したとい

うよりは，彼らが自己教育の道をそこで発見した

のである。私自身，人権教育を行う憲法講座の担

当教授としてその大任を果すことができたのは，

福祉都政におけるいわばボランティヤとして専門

外の福祉の研究，実態と実践へのふみこみによっ

て，逆に教育されてきた結果で、あるといえる。住

民自治，住民福祉における福祉奉仕者としての高

度の技術教育と実践ボランティヤ活動に向けての

社会教育は，超高齢化社会において文字通り地の

塩として甚だ重要な意義をもっ。文部省，都立大

学，各福祉，社会事業関係大学は，生涯教育とし

ての社会人教育，学生教育の新たな視点を確立す

る必要がある。日本社会を真の人権一流の国際国

家として発展させる大前提の課題である。

(10) 生涯学習振興法と都民カレッジ

老人福祉には国家財政，公共資本の投入方向の

基本問題があり，老人福祉法，老人の権利，人権

擁護の問題がある。しかし超高齢化社会の問題と

は，経済の基本構造から，自治体公務員，住民全

体の精神構造と教育全体に及ぶ綜合的大問題でも

ある。超高齢化社会の生涯学習の問題を10個の新

課題の最終のテーマとしてふれておく。

今日の教育の変革期においては，教育は高校，

大学などの従来の教育の体系のもとで行われるも

のではなく，出生から後期高齢者のホスピスでの

教育にいたるまで，生涯を通じて行われるべきも

のとなった。また都民大学をはじめとする，有力

大学における市民大学の拡大，筑波大学における

社会人のための大学院教育の開放と一定の成功に

も見られるように，経済効率強化のための社会人

再教育などの狭い範囲の職業教育にも止まらなく

なっている。例えば福祉学科における，社会人女

性のための福祉教育，前期高齢者のためのマスタ

ー課程の教育など，従来のわくを越えた，大学，

大学院教育の発想も必要であろう。高齢者の生き

がし、教育は，必ずしも低水準の教養，娯楽教育に

止まるものではなし、。日本における情報化社会の

前進と高学歴社会，超高齢化社会の到来は教育体
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系の変動をもたらし始めている。 1990年の「生涯

学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関

する法律Jの制定はそのひとつのプロセスを示す

ものである。以下この法律を生涯学習振興法とい

う。この法律は当面の情報化社会への進展などに

対応するための，暫定的な組織法であり，通産省

ι文部省の部局新設，権限調整の法律であり，
住民の自己教育を目的とする住民参加と住民自治

の教育法とはなっていなし、。なによりそうした生

涯教育基本法としての基礎理念の確立をこの法律

は欠いているO 民活シルパー産業と，固と地方自

治体の関係，生涯教育などにおける住民の自主的

運動体との構造的位置づけはなされていなL、。福

祉，教育におけるこの四者の関係はこれまでのべ

てきたように1990年代の住民自治の大問題なので

あり，シルバー産業と権力の癒着の弊害も数々の

事件で示されている。四者の構造関連は以上に止

ゆておく。

そして最も重大な今後の生涯教育の問題は，本

稿に即して見れば，高齢者の生きがし、教育と住民

自治のための福祉教育で、ある。憲法13条の個人の

尊厳と生命幸福進求権の保障は，後期高齢者にい

たるまでの人間性の開花発展を要求するものであ

り，また女性の若年期のみで、なし老後の人格と

教養の高度の開花発展を保障するものでなければ

ならぬ。情報産業の取り入れと・ンルパー産業にお

けるメカニズムの整備はその目的のための手段と

ならねばならぬ。また高齢者の生きがい対策の重

要性は，とりわけ日本型福祉における高齢者の自

殺率が， 1978年の自殺統計以来最高となっている

ことによっても理解しうる。 1989年の警察庁の自

殺白書によれば，全国の白殺者数は前年より減少

しているが， 65歳以上の高齢者の自殺は増大し，

75才以上の女性の自殺率は世界第二位となってい

る。核家族化を背景にした高齢者の医療と福祉の

暗黒部面が社会で最も弱い部分の自殺となってあ

らわれている。高齢者の病苦に対する医療ととも

に，精神面における生涯教育，生きがし、対策の在

り方が示されている。自殺者は必ずしも生活苦に

よるものではなし、。生きがいを失っているのは若

者の秀才，才援だけではなし、。福祉教育による人

間性の尊厳の自覚と，後期高齢者に対する人間的

開花発展の保障は，生涯教育，高齢者の社会教育

のかなめなのである。

東京都立大学は多摩移転を1991年度より行うと

ともに，都民の主体的な生涯学習に貢献すること

を目的に，財団法人都民カレッジを設立する。そ

の講座は自然科学，社会科学など多方面にわた

る。現代社会の19科目のなかには教育と福祉コー

スがあり，社会福祉と女性コース，社会保障コー

スは充実している。福祉学科の星野教授をはじ

め，浅倉，橋本，石井助教授らの都立大学出身の

第一級の研究者の講義がプランニングされてい

る。さきにのベた宇都木仲東海大助教授の医事法

の外に，私の憲法と老人福祉の講座も夏期には予

定されている。清水教授の消費者法，兼子仁教授

の住民自治など，住民福祉の講座はむしろ豊富，

多彩であるといえる。都民カレッジの運営担当者

は，本稿にのベた住民福祉における高度の自己教

育の必要性を忘れてはならなし、。

今日，教育は大変動期に直面している O 民間の

教育産業は数十兆円に及ぶとする提言(野村総

研)もあるとし、ぅ O 大学教育は従来の青年期教育

のみに止まらなくなった。これに対応し文部省は

生涯学習局を重視し組織法としての振興法の制定

をはかった。しかし保守，革新をふくめ，生涯教

育への大転換の意義を理解するものは少く，法制

定当時は，反対運動などの側からの提言は弱く，

制定後ょうやく，生涯教育基本法すらない段陥で

の組織法制定の欠陥，住民の自己教育無視，基盤

整備の公的保障の欠落，中央統制の強化に気づい

たという現状である。今日，生涯教育基本法の制

定と地方の条例，憲章制定の動きも鈍い。今後の

地方選挙においては，老人福祉とともに，生涯教

育の問題，各大学の市民大学の振興は一大争点と

ならねばならない。制定反対ではなく，大変動期

の積極的提言がなければならぬ。

教育，福祉，医療などにおける極度の経済効率

性の重視と民間営利資本への国，自治体の公共的

責任の肩代りの問題は，今日国際的批判を招いて

いることは前述した。生活関連社会資本の投入の

不足は日本の経済を世界経済の主導力に高めるう
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えでの重大な障害となる可能性がある。生涯教育

のシルバー産業への押しこめ，医療法改正による

低劣な老健施設，さらには在宅による女性負担の

拡大と日本型福祉というのでは，やがて，日本資

本主義の根幹をゆるがす構造的矛盾の問題を生み

出すであろう。今日の日本の経済力をもってみれ

ば，世界的に見て低すぎる教育や福祉は資本主義

の発展そのものから見て大問題なのである。東京

都立大学における教育，研究の国際的水準へのレ

ベル・アップ，都民カレッジの財政的充実と，福

祉教育の拡大は日本の資本主義的発展のためにも

重要なのである。日本国憲法の教育と福祉の理念

の実現の大前提となる構造問題についての，理論

と現実の実態分析と問題点の指摘を行った本論を

もって，停年退職を迎える私の都立大学における

最終論文とするO 大学各位，都市研各位の御協力

と友情に対レ心から御礼を申しあげる。
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The first important structural point of Japanese government policy is that financial administrators 

try to increase investment in the industrial sectors at the cost of reducing the social capital which is 

related to the daily life of the people. This is one of the main reasons for the rapid development of 

the Japanese economy. Much of this is actualIy taking place folIowing the advice of American policy 

makers advocating a revision of the West's view of Japan. Thus， although the Japanese welfare system 

looks complete， its financial base is not very strong at alI. 

Secondly， the number of citizens who participate in welfare activities is much smaller than that in 

the United States and Northern Europe. The main problem of Japanese weHare today is the welfare 

policy for the aged at home. But no financial support can be expected from the government， and 

volunteer activity in home care is insufficient. Also， standardized education for social welfare is incom-

plete， so that the burden of home nursing is imposed on the housewives. 

Thirdly， in the 1990's， our aging society is facing a variety of new welfare problems， such as pay 

for nursing homes for the aged， a new guardian system， recent amendments of welfare laws， etc. 

(Chapt. 4). 




